










本事業の概要
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社会実装に向けた取組

⚫ 2022年4月に次世代グリーンデータセンター協議会を設立。研究開発事業者に加え社会実装に
必要なデータセンター事業者と情報共有を行う。

⚫ 社会実装推進部会を設置し、サプライヤー、ユーザー、プレーヤーの動向調査やグローバルなニー
ズの把握を行う。また、システムアーキテクチャ検討部会を設置し、各社開発コンポーネントの機能
分担や整合管理を議論し、標準化・市場・技術動向に留意した共同事業の方針管理を行う。

⚫ 2023年10月に第二回シンポジウムを開催し、エクイニクス・ジャパンが基調講演、富士通や
Coherent Corp.が招待講演のほか、社会実装推進部会からの技術動向調査結果などを報告。





日本ゼオン事業中止の経緯
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NEDO委員会の評価と情報産業課の見解

⚫ 2025年2月のNEDO委員会で技術面より審議し、中止は妥当と評価された

– 動作原理に関する信頼性の高い調査結果が報告されている。動作原理を明らかにしたことは評価できる。

– 学術上意義のある結果も多く含まれており、学術的出版物として公開することを望む。

– DRAM代替は叶わないが、他の使用用途がないか検討することを望む。

– 中止意思表示（2024年9月）から年度末にかけての研究開発費の使用も、本事業の資産を残す意
味で了解できる。人件費や実施済み役務の支払いなどやむを得ない物もある。ただし、必要最小限の範
囲での計上となるよう求める。

⚫ 情報産業課としても、今回は事業開始時に予見することのできない事由であって、事業
者の責任によらず、中止はやむを得ないと考えている。

（中止又は廃止の承認） 
第17条 機構は、助成事業者が、第30条第５項ただし書きに定める助成事業者の責任によらない事情があるとＷＧが認めた場合において、当該助
成事業の全部又は一部を中止し、若しくは廃止しようとするときは、助成事業者にその承認を受けさせるものとする。 

２ 機構は、助成事業者が前項の承認を受けようとするときは、様式第７に準じた中止（廃止） 承認申請書をあらかじめ提出させ、これを審査し、当
該申請に係る中止又は廃止がやむを得ないと認めてこれを承認したときは、様式第16により速やかに当該助成事業者に通知するものとする。 

３ 第13条の規定は、機構が第１項の承認をした場合に準用する。

（改善点の指摘及び事業の廃止決定） 
第30条 5 （抜粋）助成事業開始時点で予見することのできない事由等であって助成事業 者の責任によらない事情があるとＷＧが認めた場合につい

ては、助成事業者の希望に基づき、ＷＧによる助成事業者に対する改善点の指摘及び事業の廃止に係る意見を経ることなく、経済産業省と協議の
上、事業を廃止できる。 

グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程（NEDO規定）
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研究開発費用について

⚫ 当初予定事業総額91.36億円（助成額55.81億円）

⚫ 24年度事業費は動作・故障原理解明を受けて、予算使用の妥当性を精査。事業費予定額
11.14億円のところ4.67億円の計上に修正（助成額は予定額7.43億円のところ3.11億円
に修正）。

⚫ 削減案における総助成額は31.79億円（当初と比較して24.02億円減）

事業者 22 23 24 25 26 27 28 29 30 総額

事業額 13.71 29.32 11.14 6.75 6.49 6.49 6.49 6.49 4.48 91.36

助成率 2/3 1/2 -

助成額 9.14 19.54 7.43 4.5 3.24 3.24 3.24 3.24 2.24 55.81

(削減案) 事業額 13.71 29.32 4.67 0 0 0 0 0 0 47.70

(削減案) 助成額 9.14 19.54 3.11 0 0 0 0 0 0 31.79
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今後の対応

⚫ 本研究開発事業のモニタリング状況

– 本事業には挑戦的かつ基礎的な研究要素が含まれている事を認識し、モニタリングを強化していた。年２
回の定期的な委員会だけでなく、懸念事項や相談事を含めてNEDO/METIに報告・面談していた。

– 例えば、委員の先生には「動作原理解明」を前倒しし最優先で実施するようコメント頂いた。そのご示唆
のおかげで、今回の早期決断に至ったと考える。

– 今後に向けては、（今般のNRAM関連以外の開発事業について）より一層事業者と密に連携するよう
モニタリングを強化を検討している。一例として、これまで行っていなかったNEDO委員も交えた情報共有や
委員会以外の場での議論も実施するよう準備を行っている。

⚫ 本事業の最終目標は幹事企業である富士通とも連携し対応策を検討する。秋のWG
での報告を予定している。


